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そこで， Tinker らは「社会責任会計の期間分析」として，①Brilovian 批判期(1965年"-')，② 
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は「基準遵守報告書J (Compliance with Standard Report) を推奨している。すなわち，
「もし企業社会報告について，たったひとつのアプローチしか採用できないとすると，われわ
れは基準遵守報告書を選択するだろう」といっている。 r基準遵守報告書J の基本的なアイデ
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はつぎの二つの要素からなる。①人間製造資本(人造資本) (man-made capital) と②自然
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Gray は Pearce にもとづいて「持続的発展」の観点から資本を自然資本と人造資本に大別
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以上， Gray の“Green Accounting" について，その中心的主張についてみたが，この提
案は fPearce レポート」をうけつぎ，環境問題を会計領域で適用したものとして注目すべき
ものである。そして，彼は伝統的会計との連携を重要視し，そのためより社会的なディスクロ
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業事例としてイギリスの ICI 社 Clmperial Chemical lndustries PLC) の年次報告書
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汚濁などの環境保全J (122社; 74.0%), r資源のリサイクノレJ (97社; 58.8%) r工場・事務所の緑
化・美観の改善J (95社; 57.6%), r環境にやさしい製品の開発J (77社， 46.7%) , r自社製品の使




た「環境保全諸活動の実践形態」については， r担当部署を設置している」が 165 社中96社(複数回
答〉で58.2%と最も多く，つづいて「予算措置をとっているJ (53社; 32.1%), r担当委員会を設置
している J (45社; 27 3%) とつづいている。③「環境保全活動の重要性J については， r極めて重
要J (102社; 61. 8%), rかなり重要J (54社; 32.7%) と答えたものが最も多く，全体の95%に及
んでおり高い意識がみられる。そして，④「環境保全活動の重要性の推移」については， r以前より
増加しているJ と答えたものが140社， 84.9% と最も多く，最後に⑤「環境保全活動を実践する理由」




そこで、つづいて， (3) r環境保全活動の開示j についてみてみる。まず①「環境保全活動の開示意
識」についてみると， r法令の有無にかかわらず積極的に実施」が165社中70社， 42.4%で最も多く，
つづいて「法令の範囲内でのみ実施」が36社， 21. 8%となっている。つづいて②「環境保全活動の開
示メディア」についてみると， r会社案内」が85社， 51. 5% (複数回答〉と最も多く，つづいて「マ
スコミを通じてJ (70社; 42.4%) となっており， r年次報告書」など制度会計上の開示は相対的に
低い。③「環境保全活動の開示にあたって期待する効果」についてみると， r社会的イメージの向
上」が133社， 80.6% (複数回答〉で最も多く，次位の「従業員の志気の向上J (34社; 20.6%) を大
きく引き離している。そして，最後に④「環境保全活動を開示しない理由」についてみると， r効果
















まず1989 ・ 1990年度版については， 1988年度版と同じく「従業員」と「安全・健康・環境」および








(49行→12行，但し 2 段組)，最近版の1991年度版においてはかなりの増加がみられ， I労働安全・衛







は廃棄物の50%削減を目標とし， 98%の削減率を達成し，年間70万ポンドの節約となったことj， ② 
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社会一企業の社会貢献度を考えるJ， W朝日ジャーナノレ.0， 33-7 (1991), p. 5, 6, 14; í会社と社会 '92















































どの再検討が必要となるが〈例えば， r新しいディスグロージャーを考える」第 1 回~第 6 回. 11経
理情報~. No. 642, 643, 646, 649, 651 , 652 や， r有価証券報告書等の開示内容の見直しに関する経
済界の意見J. 11経理情報~. No. 642など参照)，社会関連情報の開示が必歪であると考えられる。
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